別添１
	府内公立小学校英語学習パッケージ開発委託業務
仕様書


１．件名　府内公立小学校英語学習パッケージ開発委託業務
２．目的
大阪府（以下「府」という。）では、小学校、中学校、高等学校を通じて、グローバル化に対応した英語教育を強力に推進し、児童・生徒の国際共通語としての英語によるコミュニケーション力の基盤構築に取り組みます。

その一環として、英語の4技能（聞く・話す・読む・書く）をバランスよく身につけるため、小学校１年生から、英語の綴り字と発音との関係を重視したフォニックスと呼ばれる指導法（以下「フォニックス」という。）を活用した新しい英語学習をスタートさせます。

そのため、フォニックスをはじめとする英語学習に関する見識、ノウハウ、実績等がある民間事業者を公募により選定し、府とともに、公教育における英語学習を抜本的に改革する、新しい英語学習パッケージ（以下「英語学習パッケージ」という。）の開発を行います。

英語学習パッケージについては、平成26年度から平成27年度までの間で開発を行い、平成28年度以降、府内市町村の意向に応じて、公立小学校での展開を図ります。

３．委託期間　契約締結日から平成28年3月31日まで

４．業務内容
（全体概観図）
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（１）英語学習パッケージの共同開発
①　英語学習パッケージの新規開発

受託事業者は、府とともに、府内公立小学校の実情に即し、学校現場で効果的に活用できるフォニックスを活用とした英語学習パッケージ＊1の新規開発を行います。

*1　英語学習パッケージの構成・仕様

府内の公立小学校の授業外の時間を活用して、週3日、1回15分で行う英語学習を、英語を専門としない担任の教員が単独で実施できるフォニックスを活用とした学習プラン等〔Ａ〕とプランの実施に必要な教材等〔Ｂ〕の一式で、次のものを含みます。
〔Ａ〕及び〔Ｂ〕の内容は、下表「概要」欄の記載に沿ったものとし、別途示す府提示案を基本に、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。
〔Ａ〕教員用ＤＶＤ

	
	内容
	概要

	a
	学習プラン
	a-1　マスタープラン
小学校6カ年での学習プラン。
小学1年生からフォニックスを活用した新しい学習に取り組み、6カ年の学習で児童が英語の4技能をバランスよく身につけるための学習プランのこと。
（基本仕様）

<1>　4技能をバランスよく習得できるよう、「フォニックス」をはじめ、「歌・チャンツ」、「読み書き」や場面に応じた「表現」などの要素（以下、「アイテム」という。）を、学習年齢に応じて多角的に取り入れたものとします。アイテムは、既に発表されている作品を活用することは可能ですが、それらについては英語を外国語として学ぶことを前提に作成されたものであることとします。

<2>　各アイテムが相互に関連性を有した構成となる趣向を凝らしたものとし、特に「フォニックス」と「歌・チャンツ」については高い関連付けを意図的に行い、児童の学びにおいて高い定着をめざすものとします。

<3>　学習は、日本語による説明を極力排除し、各アイテムを計画的に反復することを通じて、また、英語の音声を聞くのと同時にその内容の絵や映像を見ることや、言葉と行動を結びつけて英語を直接体感することを通じて、児童が英語に触れる中で、音やリズム、単語、表現、ルール等に気づき、会得していくものとします。

<4>　6カ年の学習で習得する英語力は、公益財団法人日本英語検定協会が実施する実用英語技能検定5級相当程度をめざすものとします。

<5>　定期的に児童の学習状況を測定・把握し、より着実な定着をめざすものとします。

<6>　具体的な教材は、既に発表されている作品であっても、未発表のオリジナル作品でも構いません。ただし、既発表作品の著作権等については、提案者において確認し、その使用に問題がない状態を確保することとします。

<7>　使用する映像・画像は、画質や色調に配慮した統一性のあるデザイン、キャラクター等を用いて、児童が親しみやすいものとします。
a-2　導入時プラン

英語学習パッケージ導入時に、小学2年生から小学6年生までの児童のための学習プラン。当該児童は、小学生のときに6カ年の学習期間を確保できないため、それぞれの学年の児童が、1年間から5年間で、同英語学習パッケージを活用して、いつ、何を、どのように学ぶかについて、学習プランを整備することとします。
※　詳細については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式3】をご覧ください。

	b
	教員用手引き
	担当教員が授業準備に活用する、まとまった学習単位（単元）ごとのねらいなどの解説

	c
	教員用授業シナリオ
	a「学習プラン」に沿った15分モジュール授業を進めるための場面ごとの発言（クラスルームイングリッシュを含む）や使用教材の特定などの手順書
※　全学年、全モジュール分を作成します。また、導入時プランに基づく授業シナリオが必要な場合も、必要な学年の必要なモジュール分について作成します。

	d
	児童用テキスト・シート
	15分モジュール授業で児童が使用するテキストやワークシート（必要数をコピーして授業で使用するもの）。

	e
	学習状況測定・管理ツール
	まとまった学習単位（単元）ごとに児童の理解の状況を把握し、教員が授業の改善や個別の指導等に活用することができる仕組み。
（基本仕様）

<1>　児童に心理的な圧力をかけるような形式ではなく、楽しみながらチャレンジできるような仕組みとします。

<2>　児童の学習状況を教員が把握し、必要に応じ児童に個別にアプローチでき、また、児童本人も、自身の学習状況を認識できる仕組みとします。
※　詳細については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式6】をご覧ください。


※学校やクラスの状況等に応じ、臨機応変に編集が可能な電子媒体で作成すること。

〔Ｂ〕授業用ＤＶＤ
	
	内容
	概要

	f
	授業用教材
	c「教員用授業シナリオ」に沿って使用する動画、歌、物語等の教材

※　教員の操作性向上の観点から、単元ごとにまとめた、オールインワンのＤＶＤを作成します。


　　※市販の再生機で再生できる仕様とすること。

上記に加え、開発した英語学習パッケージの内容を紹介する媒体〔Ｃ〕を作成し、対象となる府内公立小学校に配付することとします。（ただし、受託事業者が、自らの提案に基づき、府内全公立小学校への英語学習パッケージの提供を無償で実施する場合は、作成は必要ありません。）
〔Ｃ〕普及用ＤＶＤ
	
	内容
	概要

	g
	英語学習パッケージ紹介
	開発した英語学習パッケージの概要説明と実際のパッケージ内容のサンプル（各学年、15分モジュール1回分相当のサンプル映像）
※　〔Ａ〕教員用ＤＶＤと〔Ｂ〕授業用ＤＶＤの抜粋で再構成したもの。


　　※市販の再生機で再生できる仕様とすること。

②　研究協力校での実践

英語学習パッケージの開発は、平成26年度から平成27年度にかけて、府が指定する府内7中学校区の20校程度の小学校（研究協力校）において、1年生から6年生までの全学年で、既存の教材を用いて、フォニックスを活用した学習を実践し、そこで得られる教訓や成果を活かしながら進めます。

研究協力校での学習は、平成26年9月からスタートしますので、既存教材と活用した学習期間は、「1.5カ年」となります。（ただし、平成26年度の小学6年生は半年、平成27年度の小学1年生は1年となります。）
そこで、この期間内に、既存の教材を活用して実施する学習については、次の考え方に沿って、別途示す府提示案を基本に、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で、学年ごとの「1.5カ年学習プラン」を作成します。
・　受託事業者は、研究協力校決定後、当該小学校の設置者である市町村と同校で使用する教材の売買契約を締結します。なお、当該教材の支払いは、府と市町村で折半し、府は本事業の開発委託料において負担します。当該「実践研究用教材提供価格」の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式11】<４>をご覧ください。
・　学年ごとの「1.5カ年学習プラン」は、別途示す府提示案を基本に、受託事業者の既存教材・提案を踏まえ、府・受託事業者が共同で平成26年7月までに作成します。「1.5カ年学習プラン案」の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式7】をご覧ください。
・　上記の学年ごとの1.5カ年学習プランに基づき、全学年の15分モジュール授業のシナリオを学期分ごとに作成し、当該学期開始前に研究協力校の教員を対象に研修等の事前準備を行います。「15分モジュールのシナリオ案」の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式8】をご覧ください。

・　学習開始後は、定期的に研究協力校の状況を把握し、成果や教訓を整理し、上記①の英語学習パッケージの開発に活かします。「1.5カ年学習運用プラン案」の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式9】をご覧ください。
（２）英語学習パッケージの導入支援

　平成28年度から当該英語学習パッケージを活用した学習を実施する小学校の教員を対象に、平成27年度中に研修等の事前準備を、府と連携して実施します。「教員指導・研修プラン案」の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式5】をご覧ください。
ただし、同英語学習パッケージの導入は、府内の市町村教育委員会がそれぞれ判断することから、現時点で導入小学校数を確定することはできません。同英語学習パッケージ完成・納品後（平成27年12月ごろを予定）、府と受託事業者が協議により、提案価格を上限に、府内市町村への提供価格を決定します。その価格を考慮し、各市町村が導入の判断をするものと思われますので、導入小学校の確定は、平成28年1月ごろになるものと見込んでいます。

（注）英語学習パッケージの展開等
英語学習パッケージについては、平成28年度以降、府内市町村の意向に応じて、公立小学校への展開を図ることとしておりますが、本委託業務の範囲ではありません。
ただし、府としては、同英語学習パッケージは、これまでの英語教育を抜本的に改革し、子どもたちの英語コミュニケーション力の向上をめざすためのものという基本理念を実現するためには、府内のできるだけ多くの公立小学校で同時にスタートできることが望ましいと考えています。こうしたことから、同英語学習パッケージを府とともに開発する受託事業者の選定にあたって、本事業趣旨の理解、公教育改革への熱意・協力の観点から、市町村の負担軽減に配慮した諸費用の設定について提案を求めることとしております。

また、英語学習パッケージの府内公立小学校以外への有償販売を検討されている場合は、開発委託料を府が支出していることを踏まえた府への還元（ロイヤリティ）の提案を可能としております。
これらの提案内容は、審査対象の一部であり、この提案を含め総合的に最も優れていると評価された事業者が、原則として契約交渉の相手方に決定されます。ただし、契約で規定する内容は、提案時点の内容で確定するのではなく、受託事業者決定後、本委託期間において、提案の内容が府に不利とならない範囲で、府と受託事業者が協議のうえ決定するものとしております。

よって、受託事業者の責めに帰すべき事由により、当該契約上の義務の履行が不能となったときは、契約に基づく契約解除、損害賠償請求等の対象となりますので、実行可能な提案を行ってください。詳細は、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式11】をご覧ください。
５．スケジュール
府が想定している以下のスケジュール＊2を基本に、受託事業者からの提案を踏まえて、契約時にスケジュールを決定します。スケジュールに関する内容の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式4】、【様式5】及び【様式9】をご覧ください。
*2　想定スケジュール

	
	（１）共同開発①
	（１）共同開発②
	（２）導入支援

	平成26年　6月


	契約締結（府・受託事業者）

	
	
	契約締結

（市町村・受託事業者）
	

	平成26年　7月

～8月
	学習プラン原案作成
	教材納品（府・市町村）

学年別学習プラン決定

2学期分シナリオ確定

2学期分教員研修
	

	平成26年　9月
	
	実践研究開始
	

	平成26年11月

～12月
	
	3学期分シナリオ確定

3学期分教員研修
	

	平成27年　2月

～3月
	学習プラン(素案)作成

授業シナリオ(素案)作成
	1学期分シナリオ確定

1学期分教員研修
	

	平成27年　7月

～8月
	学習プラン完成
授業シナリオ完成
	2学期分シナリオ確定

2学期分教員研修
	

	平成27年　9月
～10月
	英語学習パッケージ試作モデル※完成
	
	

	平成27年10月
	最終調整
契約締結（英語学習パッケージ提供価格、著作権等、ロイヤリティ等の決定）
	
	

	平成27年11月

～12月
	英語学習パッケージ完成／納品
	3学期分シナリオ確定

3学期分教員研修
	

	平成28年　1月

～3月
	導入市町村へ展開
	
	導入校教員研修


※　「英語学習パッケージ試作モデル」は、開発した英語学習パッケージの概要説明と実際のパッケージ内容のサンプル（各学年、15分モジュール1回分相当のサンプル映像）で、普及用ＤＶＤを兼ねることができます。
６．成果物等（本開発委託料支払いの対象）
受託事業者は、契約時に決定するスケジュールに基づき、以下の成果物等を、大阪府教育委員会事務局のほか府が別途指定する納入場所に必要な数量を納入することとします。

	成果物等
	納入場所
	納入数

	英語学習パッケージ　

４（１）①　

〔Ａ〕教員用ＤＶＤ

〔Ｂ〕授業用ＤＶＤ
	大阪府教育委員会事務局
市町村教育室小中学校課　教務グループ
	100セット

	英語学習パッケージ　

４（１）①　

〔Ｃ〕普及用ＤＶＤ
	大阪府教育委員会事務局
市町村教育室小中学校課　教務グループ
	1,000セット

	研究用の教材及び学習プラン　

４（１）②
	大阪府教育委員会事務局
市町村教育室小中学校課　教務グループ
	5セット

	
	市町村教育委員会・研究協力校
	別途契約による


※1セットは、各学年1クラス分。

なお、英語学習パッケージ開発委託料については、年度ごとの支払いとなりますので、契約時に決定するスケジュールに基づき、下表のとおり、納入品を大阪府教育委員会に納入することとします。
	年度
	納入品

	平成26年度
	＜パッケージ開発＞

学習プラン案（マスタープラン案、導入時プラン案）

＜実践研究＞

1.5カ年学習プラン、15分モジュールシナリオ（平成26年度2学期分・3学期分、平成27年度1学期分）、教員指導・研修

	平成27年度
	＜パッケージ開発＞

英語学習パッケージ（〔A〕教員用ＤＶＤ、〔B〕授業業ＤＶＤ、〔C〕普及用ＤＶＤ）
なお、〔C〕については、受託事業者が、自らの提案に基づき、府内全公立小学校への英語学習パッケージの提供を無償で実施する場合は、必要ありません。

＜実践研究＞

15分モジュールシナリオ（平成27年度2学期分・3学期分）、教員指導・研修

＜導入支援＞

教員指導・研修


７．留意事項

（１）著作権等

　英語学習パッケージの著作権等の取扱いについては、府が委託費を支出し、共同開発を行うことを考慮した受託事業者の提案内容が府に不利とならない範囲で、府と受託事業者が協議のうえ決定するものとします。著作権等に関する内容の提案については、別添2「企画提案書等提出書類作成要領」の【様式11】をご覧ください。
（２）検収

府は、受託事業者が納入した納入品につき、仕様書記載事項が満足されていることを、府、受託事業者双方の立会いのもとで確認したことをもって検収とします。

（３）守秘義務

受託者は、本事業の実施で知り得た情報を第三者に漏洩してはいけません。また、当該情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注意義務をもって管理し、本業務以外に使用してはいけません。

（４）協議事項

本仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、府と受託事業者が協議のうえ決定するものとします。
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